
S - 46 

第５章 環境影響評価（EIA） 

5.1 環境影響評価調査の概要 

本環境影響評価（EIA）調査は、2001年4月から7月に実施した初期環境影響（IEE）調

査の結果を踏まえたを受けてモンゴル国自然環境省による審査の結果が提示したEIA
調査の項目に基づいて実施したされたものである。対象区間は、東部幹線道路建設計

画調査の対象区間であるエルデネ、ウンドゥルハーン間の258.8kmであるものである。 

本EIA調査は現地再委託により実施し、2001年9月に開始、同年12月にモンゴル語によ

る報告書を完成、同時に英文による報告書の作成作業が行われた。2002年1月にモン

ゴル語のEIA報告書が自然環境省に提出され、同省による審査が行われた。その結果、

同年2月、自然環境省は、道路局に東部幹線道路建設事業に係る環境保全証明書を発

行した。 

5.2 社会環境影響評価 

東部幹線道路建設事業が、社会環境に与える影響は次の通りである。 

1) 負の環境影響 

- 供用開始後、EAR交通量の増加および不規則な道路横断による地域住民、

家畜に対する安全性が低下する。 

- 供用開始後、交通量のEAR増加により、大気汚染、騒音が増加する。 

2) 正の環境影響 

- 供用開始後、EAR東部幹線道路は地域幹線道路として、沿線住民の自由な

交通移動に貢献する。 
- 同上の理由により、沿線住民の所得向上に資する。 

- 沿線に新たな集落が形成され、牧畜業の生活スタイルを向上させる。 

3) 負の環境影響に対する緩和策 

- 図5-2-1に示すように沿線の要所にサービスエリアを設置し、給油所や食堂

の配置を計画した。 

- 図5-2-2に示すように家畜横断用に斜路、警告標識の設置を計画した。  
- 危険が予測される場所、集落、街には、道路横断の安全性を高めるため、

警告標識、交通規制を計画した。 

- 幹線道路沿線の住民、家畜の道路横断に影響を与えないよう、また、住民

や家畜は幹線道路の交通に支障が無いように交通規則を提案した。 

- 通過交通による大気汚染、騒音の対策のため、集落等に沿って道路植樹を

提案した。 
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図 5-2-1 給油所、食堂のあるサービスエリア 図 5-2-2 家畜の横断の為の斜路と注意標識 

 
(2) 採石、土取り場への環境影響 

1) 負の自然環境影響 

- 建設期間中、採石、土取り場付近では騒音や土埃が発生する。 
- 掘削による自然地形の変化や地下水への影響が考えられる。 

- 掘削や運搬により、表層土や植生に影響が生じる。 

- 建設期間中、現場から哺乳類、昆虫等の動物の回避移動が発生する。 
- 建設後、深い掘削跡地は家畜や野生動物の転落等の危険性がある。 

2) 正の環境影響 

- 建設材料の供給により道路や橋の建設が行われ、河川流水による自然堤防

の破壊、侵食等の自然破壊現象に対する抑制効果がある。 

- 多数の轍道が解消する。 

3) 負の環境影響に対する緩和策 

- 採石、土取り場を選定するにあたっては、集落、街、特別保護地区、自然・

歴史的遺産地区、河川付近から離れた箇所とする。 

- 採石作業に爆薬を使用する場合は、騒音および防塵対策を行う。 

- 採石、土取り場において、本格的な掘削作業を始める前に、厚さ20～30cm
の栄養分を含んだ表土を別の場所に貯え、建設後、掘削跡地の周縁部をな

だらかに整形し、別途保存した表土で整地する。 

- 掘削跡地は場所により、溜池として活用する。 

(3) 集落地への環境影響 

1) 負の環境影響 

- 供用開始後、沿線住民および家畜の不規則な道路横断行動による交通事故

の可能性がある。 

- 交通量増加による大気汚染および騒音のため、地域住民の健康に影響が生

じる恐れがある。 

2) 正の環境影響 

- 供用開始後、住民移動の利便性が高まると同時に、地域の整備促進効果が

ある。 
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図 5-2-4 運転者、旅行者のための展望台と眺望 

- 沿線の新たな集落の発生と地域住民の就業機会が向上する。 
- 牧畜業の生活スタイルの向上に資する。 

3) 負の環境影響に対する緩和策 

- 幹線道路の横断箇所には注意標識、交通規制標識を設置する。 
- 住民、家畜の日常行動の安全を確保するよう対策を講じる。 
- 図5-2-3に示すように、集落地近辺を通過する道路の路側に植栽を施す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-3 集落地周辺における幹線道路植樹 

(4) 保護地区、歴史的遺産地への環境影響 

1) 負の環境影響 

- 供用開始後、幹線道路の交通量の増加に伴い、排気ガスに混入している浮

遊固形物質が増加し、これによる汚染の可能性がある。 

- これらの対象地区保護地区、歴史的遺産地は幹線道路より遠隔地に存在す

るため、影響は小さい。 

2) 正の環境影響 

- 幹線道路の建設は、保護地区、歴史的遺産地区に対する国の自然環境保全

政策や周辺地域に重要な支援的役割を発揮する。 

3) 負の環境影響に対する緩和策 

- 地域住民が自然・歴史的遺産の重要性を確認のうえ、地域住民がこれらを

認識するよう働きかけるとともに、情報、学習に関わる公的機関による広

報活動を促進する。 

- 例として、図5-2-4に示すように幹線道路沿線の景勝地に展望台、休憩施設

を計画する。 
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5.3 自然環境影響評価 

東部幹線道路建設事業が、自然環境に与える影響は次の通りである。 

(1) 水文環境への環境影響 

1) 水文環境に対する負の環境影響 

- 橋梁建設時に、河川敷の変化、流水の変化、水の汚濁があり、また、魚類

などの水生動物の避難が生じる。 
- 車両や建設重機から油類が漏れ、水質汚染の恐れがある。 

2) 水文環境に対する正の環境影響 

- 供用開始後、車両の直接的な河川横断や地道の走行が解消されるため、車

両、機械類からの油類流出による周辺水系への汚染が極めて小さくなる減

少する。 

- 建設整備計画に含まれる護岸工は、増水などによる土壌侵食が防止でき、

河川敷の変化、流水の変化、水の汚濁および水生動物の保護に効果がある。 

3) 負の環境影響に対する緩和策 

- 建設期間中は、水系への適切な汚濁防止工、管理対策を講じる。 
- 車両、機械からの油類および化学物質類の流出に対し、適切な管理を行う。 

(2) 永久凍土への環境影響評価  

1) 負の環境影響 

- 道路が永久凍土上に位置する場合は、道路の建設中および，供用後、永久

凍土に変化が現れる恐れがある。 

- 一般的には永久凍土の温度変化に影響しは、供用開始２～３年後には解凍

融解し、消失する恐れがある見られる。 

- 道路の建設後はその下部の永久凍土は安定する。永久凍土上の土層に水分

が少なく氷結している場合は、道路の建設後、道路下の永久凍土が安定す

るため、通常の施工方法が適応でき、影響は少ないが、永久凍土上に地下

水の滞水がある場合は、永久凍土が氷結、融解の活性化状態にあり、地盤

は沈下する。 

2) 正の環境影響 

- なし 

3) 負の環境影響に対する緩和策 

- 道路の建設後はその下部の永久凍土は安定する。永久凍土上に地下水の滞

水がある場合は、適切な対策工法が必要となり、一般には、道路の路体盛

土の底部に布織シートを敷設する工法が適用されている適正な。 
- 採石場、土取り場予定地に永久凍土が存在する場合は、これを対象地とし

ない。（本調査対象路線上に確認された永久凍土は極めて軽度のものであ

ると評価された。） 
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(3) 地勢景観への環境影響評価  

1) 負の環境影響 

- 一般的に排気ガスは自然植物に影響を与え、その生産性繁殖力を1／3～1

／4に低減する3倍から4倍低くする。 

- 野生動物や植物の繁殖や生態活動が低減し、地勢景観が多少変化する。し

かし、そのことがある影響は少ない。 

2) 正の環境影響 

- 多数の轍道から構成される道路敷は、大きな土地面積を占有している。し

かし、道路整備後、荒廃した轍道に植生が復元し、良好な地勢景観に好転

変化する。幹線道路の沿線地勢景観への正の影響が大きいものとなる。  

(4) 植物相への環境影響評価 

1) 負の環境影響 

- 土壌の撤去、建設材料の運搬などによる道路建設は、一時的に植物環境に

損傷を与える。植物相に対する影響負荷は低い。 

2) 正の環境影響 

- 植物相に与えた影響は、供用開始2～3年後、解消され、土壌養分は高まり、

植物の繁茂が回復する。 
- 特に被害を受けている轍道の占有面積が大きい地域は、環境が改善され、

草原が回復される。 

3) 負の環境影響に対する緩和策 

- 建設重機等による燃料漏れ・排気ガスに対し、土壌や水をクリーンな状態

に保つように努める。 

- 新しい道路敷に相当する357haの表土をすきとり、保管する。その保管し

た表土をのり面仕上げや建設現場跡地、土壌荒廃部分の植栽に活用し、植

物の再繁茂に供する。 

(5) 動物相への環境影響評価 

1) 負の環境影響 

- 橋梁建設時に水性圏鳥類の生息地、営巣地へ一時的に影響を及ぼす。 

- 動物の巣穴、群集場所等が道路、橋梁建設時に影響を受ける。 
- 供用開始後、道路利用者の有機物廃棄の増加により、河川の汚染が懸念さ

れる。 

- 橋梁工事中にモンゴル国の保護指定の絶滅危惧種、希少種の動物の生息に

一時的にある程度の影響を及ぼす恐れがある。 

- 建設による大気汚染や騒音のため、通常工事現場付近に生息する野生動物

は半径1～2kmの範囲に逃避するが、建設完了後は自然が回復する本来の

地域に回帰し、生息する。 
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2) 正の環境影響 

- 東部幹線道路に沿って行動範囲が拡がる種類があり、野生動物の生息域の

拡大に大きく貢献する。 

3) 負の環境影響に対する緩和策 

- 本橋梁の建設中は、野生動物の巣穴や集合地の破壊や破損を行わない。 
- 道路上にいる大型鳥類等との事故を防止のため、速度制限標識や警告標識

の設置を行う。 

- 恒常的に、自然環境の保全に資する交通規則、規制、制限、マナー等を運

転手や道路利用者へに管理、広報する。 

(6) 土壌環境への環境影響 

1) 負の環境影響 

- 一般的に車両増加により、排出ガスからの鉛の量は、現状の3～4倍に増加

することが予測される。 

- 道路の両側10～15mの範囲では、土壌の汚染影響が見込まれるが、、農産

物や住民の健康に多少影響する。全般的には土壌に対する影響負荷は中以

下程度である。 

2) 正の環境影響 

- 轍道により、全線で40,000haにわたり植生が破壊しているが、で環境低下

した地域の土壌は道路完成後、3年程度で全体的に回復し、やがては草地、

農地に転換され、有効に活用される正の影響が大きい。 

3) 負の環境影響に対する緩和策 

- 工事期間中、栄養分のある表土を保管し、する必要がある。この表土を道

路盛土の法面仕上げに再利用する。 

- 採石場、土取り場の採掘後、必要に応じて放置せず表土をな箇所には法面

保護に利用しを行ない、周辺部周囲に調和したする景観形成を行うが必要

である。 

- 植生の回復に資する必要がある。上記対策がとられた地域は、施策後、今

後の5年～10年の間、は自然回復と保全のために、居住や放牧のに利用す

ることを制限する。 

- 工事現場において、油類等で汚染された土は撤去する。 

5.4 汚染公害への環境影響評価 

東部幹線道路建設事業の汚染公害の環境影響は次の通りである。 

(1) 大気汚染、騒音への環境影響評価  

1) 負の環境影響 

- 一般的に工事期間中は建設作業に従事する車両、機械類から発生する騒音

が付近の集落や家畜に影響を及ぼす。 
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- 車両の走行に伴う騒音が発生する。 

- 道路の周辺に集落は少なく、かつ、人口や家畜も少ないため、騒音による

影響レベルは極めて少ない。 

2) 正の環境影響 

- 計画道路は、舗装道路であるため、現在、地道の走行による騒音は改善さ

れ、車両走行による騒音レベルは極めて低くなる。 

3) 負の環境影響に対する緩和策 

- 沿道集落と道路との間に植林をすることで、心理的な面を含め、環境負荷

を緩和する。 

(2) 表面水の水質への環境影響評価  

1) 負の環境影響 

- 橋梁建設中は一時的に河川水の濁度が上がり、その影響範囲は４～６km

の範囲に及ぶ。これにより、魚類や他の水棲動物が建設現場周辺から逃避

する。 
- 車両等からの油類の漏出が原因となり、水質の汚濁や汚染が発生する。 

2) 正の環境影響 

- 橋梁完成後、車両による直接的な河川渡河行為が減少し、現状と比較して、

水質は大きく改善される。 

3) 負の環境影響に対する緩和策 

- 建設中は、適切な水系への汚濁防止工、管理対策を講じると同時に、車両、

機械からの油類漏出防止管理も合わせて行う。 

(3) 固形廃棄物の環境影響評価  

1) 負の環境影響 

- 工事の初期段階において、道路敷の表土が撤去され、栄養分の高い腐食土

層が破壊される。 

- 建設廃材は、適切な管理、処理が実施されないと道路周辺部の環境を悪化

させる。 

- 工事現場キャンプ地から発生する固形ゴミは、周辺環境の衛生、美観を損

なう。 

2) 正の環境影響 

- 工事に伴い発生する撤去表土を沿道の劣化した地道表土上に敷均すと、土

壌の回復に効果がある。 

3) 負の環境影響に対する緩和策 

- 栄養分のある表土を、事前に貯え、道路の法面仕上げや、工事現場、キャ

ンプ地、道路周辺の劣化した轍道の回復に供する計画とする。  
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- 施工現場の清掃、ゴミ処理の管理に努め、国や沿道自治体の協力による道

路環境の管理計画を立てる。 

5.5 環境影響評価のまとめ 

(1) EAR東部幹線道路建設事業に対する環境影響評価の結論 

1) 結  論 

環境影響評価結果の詳細を表5-1-1に示す。 

「東部幹線道路建設事業」の環境影響負荷は中庸であると判断される。 

東部幹線道路の建設工事中は負の環境影響に十分な配慮を行う。特に、環境

負荷大、中庸の項目については低減策を実施することが重要である。 

本建設事業の施工にあたっては、社会経済環境、自然環境、公害汚染に対す

る環境負荷を低減するため、環境管理計画を立てる事が必要である。更に、

工事の進行に合わせ詳細なモニタリング･プログラムを作成し、影響の度合い

を監視する必要がある。環境保全基準を遵守するため、現場において、緩和

策に期待された効果が発揮されない場合や予想できない影響が確認された場

合、最適のな追加対策を講じる必要がある。 

2) 提言要旨 

東部幹線道路建設事業の実施にあたり、負の環境影響に十分な配慮を行い、

環境負荷の低減を行うため、以下のことを考慮する。 

a) 集落周辺において、本道路と支道が交差する箇所では、地域の老人や子供

の道路横断に起因する事故を回避するため、車両運転者に注意を喚起する

適切な交通標識を設置する。 

b) 道路建設工事期間中および供用開始後の安全な道路の利用を目指し、車両

運転者や地域住民に対し、恒常的に交通安全広報を行う。 

(2) 環境管理計画およびモニタリングプログラム 

東部幹線道路建設事業による負の環境影響に対し、緩和策を効果的に進めるため

には、工事期間中に社会経済環境、自然環境、公害汚染に対する環境保全基準と

緩和策を示した環境管理計画およびモニタリング･プログラムの実施は極めて重

要である。これらを建設工事従事者に徹底させると共に、車両運転者、地域住民

に広報することが重要である。 

本EIA調査では、監理すべき各環境項目の該当要素について、環境管理計画およ

びモニタリング･プログラムが作成された。 

 

 



S - 54 

表
5-

5-
1 

E
A

R
建

設
事

業
に

対
す

る
環

境
影

響
評

価
の

概
要

 

環
境
影
響
個
数

 
負
の
環
境
影
響

 
正
の
環
境
影
響

 
影
響
評
価

 
N

o 
環
境
項
目

 
 

(大
) 

(中
庸

) 
(少

) 
効
果

(大
) 

効
果

(中
庸

) 
効
果

(低
) 

 

1 
社
会
経
済
環
境

 

集
落
地

 
12

 
1 

2 
1 

3 
5 

0 
効
果
は
特
別
大

 

環
境
負
荷

(低
) 

2 
大
気
、
騒
音

 
5 

0 
0 

3 
2 

0 
0 

環
境
負
荷

(低
) 

3 
水
文
、
水
質

 
11

 
3 

2 
3 

1 
2 

0 
環
境
負
荷

(中
庸

) 

4 
凍
 
土

 
3 

0 
0 

3 
0 

0 
0 

環
境
負
荷

(低
) 

5 
地
勢
景
観

 
7 

1 
2 

0 
0 

4 
0 

環
境
負
荷

(中
庸

) 

6 
土
 
壌

 
9 

2 
3 

1 
3 

0 
0 

効
果
は
特
別
大

 

環
境
負
荷

(中
庸

) 

7 
植
物
相

 
4 

0 
0 

1 
2 

1 
0 

環
境
負
荷

(低
) 

8 
動
物
相

 
20

 
4 

1 
10

 
3 

1 
1 

環
境
負
荷

(低
) 

9 
特
別
保
全
地
区
､

 

自
然
･歴

史
遺
産
地
区

 
3 

0 
0 

2 
1 

0 
0 

環
境
負
荷

(低
) 

10
 

採
石
場

 
11

 
4 

2 
2 

0 
3 

0 
環
境
負
荷

(大
) 

11
 

廃
棄
物

 
6 

0 
3 

1 
2 

0 
0 

環
境
負
荷

(低
) 

計
 

91
 

15
 

15
 

27
 

17
 

16
 

1 
- 

評
価
指
数

 
1 

0.
16

  
0.

16
  

0.
30

  
0.

19
  

0.
18

  
0.

01
  

- 

総
合
評
価

 
環
境
影
響
の
評
価
指
数
に
基
づ
き

E
A

R
建
設
本
ﾌﾟ
ﾛｼ
ﾞｪ
ｸﾄ
は
総
合
的
に
は
環
境

負
荷
は
中
庸
で
あ
る
と
評
価
判
断
で
き
る
。

 

 



S - 55 

第６章 道路維持管理システムおよび道路開発基金の改善 

6.1 道路維持管理の実施状況 

6.1.1 道路維持管理業務 

通常、道路維持管理は、日常的維持および定期的或いは緊急的修繕から成っている。

道路の維持管理業務は、自らおこなう道路施設状況の点検に交通警察や他の関係機

関からの通報を含めて、その損傷を調べることにより実施される。日常おこなわれ

る通常点検の結果は、道路維持管理事務所へ連絡され、緊急的修繕あるいは定期的

修繕の計画に資する。定期的修繕業務は、それぞれの年度で部分的に実施されるも

のと、計画的に数年間隔で実施されるのもとがある。他方、予防的維持管理は、道

路の機能を回復するためだけに実施されるのではなく、将来必要となる道路維持管

理が規模的に費用的に大きくならないように予め実施される修繕である。 

定期的な修繕は、定期的に道路の損傷状況を調べ、必要となる補修を数年間隔で計

画して実施する。緊急的な修繕は道路施設の通常機能を回復させるために実施され

るもので、定期的な修繕の一部として実施されることはなく、交通事故や自然災害

によってもたらされた損傷を復旧するものである。 

6.1.2 業務の実態 

現況の道路維持管理は、世界銀行、アジア開発銀行、日本政府などの協力を得て実

施された調査から関心が高まると、同時に、維持管理資金の不足と体制の貧弱さが

指摘されてきた。道路の維持管理費は、資金的に1997年から2000年の間で10億ﾄｩｸﾞﾙ

ｯｸﾞから20億ﾄｩｸﾞﾙｯｸﾞの範囲で推移してきた。現在の維持管理システムでは建設資金

と維持管理資金は区別されているが、多くの道路維持管理費は緊急的なものとして

支出されてきた。また、このことは通常の定期的修繕にはほとんど資金が回らない

ことを意味している。 

体制面から見ると、道路維持管理組織が21ある県に細分化されているため、各組織

がおこなう事業が小規模となり、適切な仕事量を確保できない状況となっている。

担当している道路維持管理会社は、近年、株式会社として法人へ移行してきたが、

国が全ての株式を保有しているため、完全な民営化は達成されていない。道路局と

道路維持管理会社との関係は、その地域の道路維持管理は出来る限りその地域の道

路維持管理会社に任せるとの方針だが、道路維持管理会社は、逆に、道路局からの

発注に大きく依存した業務形態となっている。政府は、中央に行政権限が過度に集

中するのを避けるため地方分権を推し進めているが、未だ達成されていない。 

6.2 道路維持管理システムの現況と組織 

アジア開発銀行の提言および道路法の施行を受けて、1990年道路局は道路維持管理

会社を設立した。1997年組織的な見直しがおこなわれて、政府は株式をすべて保有

したままで、道路維持管理公社AZZANを設立し、道路の維持管理業務と利用者の交

通安全対策を担わせた。他方、道路局は国道とその道路施設に関する維持管理の責
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任を担い、AZZANを含む各県の道路維持管理会社および民間企業に対し、監督する

権限を保持している。 

現在、いろいろな企業形態を持った道路維持管理業務を担う法人がある。以前、道

路局翼下にあった15の道路維持管理会社は再編されて、1つの国が全ての株式を保有

する公社と6つの国が株式の一部を保有する会社、5つの地方が株式の一部を保有す

る会社、および2つの完全に民営化された会社となった。 

また、政府は1992年発効した会社に関する法律に準じて国家資産委員会を設立し、

これらの株の保有組織とした。したがって、現在は、国家資産委員会が資産を所管

し、道路局が事業を所管している。 

6.3 道路維持管理システムの評価 

6.3.1 維持管理システムの改善策 

調査対象路線は、現況の道路維持管理体制では以下の組織が担当している。 

- 始点エルデネ村から70km区間はAZZANが担当 

- ヘルレン橋はAZZANが担当 

- 残りの区間はヘンティ県道路維持管理会社が担当 

現況の道路維持管理システムは、機材が補強されオペレータが増強されれば、今後

政府主導のもとでミレニアム道路計画が事業化された後、需要が増加することが予

想される道路維持管理業務に対応し得る。これは、アスファルト以外の材料は道路

沿いにあることに由来する。 

現在使用されている機材は、ほとんどがロシアから調達されたもので、その多くは

寿命が過ぎ旧式のものである。1995年の稼動状況は57%にまで落ち込んでおり、1996

年以降、政府は外国からの援助によって、以下の最新の機材を調達している。 

- 1996年世界銀行の援助により掘削機7台、締固め機12台およびパソコン26台、総

計60万ドルの機材を調達して各道路維持管理会社へ分配した。 

- 1999年世界銀行の援助によりローラー3台、掘削機1台、モーターグレイダー3台、

ホイールローダー2台、ウォータータンク5台および試験機5セット、総計約2百万

ドルの機材と総計約4万4千ドルの部品。 

調達した機材を有効に活用するため、AZZAN内に機材貸出し会社TTTを設立し、建

設機材を移管した。他方、1996年国がすべての株式を保有する建設公社Erdene Zam

が設立され、我が国の無償資金協力で調達した41台の道路建設機材が移管されてい

る。 
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6.3.2 維持管理能力の向上 

(1) 所管事項 

道路局は1995年に設立され、1996年政府の政策実施機関として再編された。イン

フラ省は、国道の整備政策の立案と関係機関との調整を担当し、道路局は道路開

発の調査をおこない、国道整備事業の計画と実施をおこなっている。他方、AZZAN

は道路局の下で道路の維持と修繕を担当し、独自に道路の維持と修繕に関する運

営ノウハウを蓄積している。 

(2) 組織と要員 

道路局は、4部門、2施主担当室、試験室および外国援助担当プロジェクト室があ

る。道路局の財源は1996年から1998年までは技術管理からの収入に頼っていた

が、表6-3-1に示すように1999年からは国家予算が配分されるようになった。他

方、AZZANの組織と人員は表6-3-2に示すとおりである。 

表 6-3-1 道路局の予算と人員 
    Thousand Tg.

No. Item 1996 1997 1998 1999 

1 技術サービスによる収入 102,636 147,700 156,938 49,758 

2 国家予算からの配分       75,536 

 収入合計 102,636 147,700 156,938 125,294 

4 業務的支出 97,959 120,411 150,527 138,440 

5 人件費 19,758 30,720 37,944 41,594 

 支出合計 117,718 151,131 188,471 180,034 

6 人員数 41 54 56 50 

表 6-3-2 AZZAN 公社とヘンティ県道路維持管理会社 
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(3) 維持管理能力の強化 

国家の経済発展にとって、増加する道路システムのサービス向上に対するニーズ

に的確に応えることは重要である。政府は、最優先で幹線道路の整備をおこなう

方針であり、特にミレニアム道路計画を優先的に実施する計画である。幹線道路

整備は、主に自然にできた轍道を舗装し線形を整えるものである。さらに、幹線

道路上にある橋梁は重要な役割を担っているが、最近の大型車の増加にも係わら

ず、維持管理を怠ったため損傷が進み、深刻な状態にある。したがって、損傷し

た橋梁が安全で円滑な交通輸送の阻害要因となっている。AZZANとヘンティ県

道路維持管理会社は、道路と橋梁の維持と修繕を担当することになるが、この2

つの法人には克服すべき以下のような課題がある。 

- 調査対象道路を適切に維持管理するのに必要な資金が充填された場合の手段 

- トラクター／トレーラーなどの機械を用いた維持管理方法を確実にする対策 

- 道路局との契約を前提にして地域で調達可能な労働力を用いた日常的な道路

維持管理の推進 

- 人力および機械ベースの道路維持管理に対するトレーニング方法 

しかし、この2つの会社のみならず、他の建設会社にも共通する問題として、以

下のものがある。 

- 道路と橋梁建設の機械不足 

- 道路と橋梁の機械を運営・管理する人材不足 

- 建設機械の熟練オペレータ不足 

- 機械整備の施設と道具不足 

維持管理能力を向上し、今後の需要の増大に対応するために、資金面で資金拡大

と制度面で脆弱さの解消を図る必要がある。 

道路補修・維持管理センターは、図6-3-1に示すようにAZZAN内に建設機械のト

レーニングセンターとして設置することを想定している。この組織は、TTTやそ

の他の5つの国が株式の一部を保有する会社と同様の機能をもったものであり、

パイロット・プロジェクトとして実際の道路整備を実施しながら建設機械のオペ

レータ育成や運営・管理する人材育成を図る。結果として、育成されたオペレー

タは調達された建設機械を活用し、道路維持管理能力を強化することになる。こ

のトレーニングセンターには、道路と橋梁の建設に関する技術が蓄積され、建設

分野全般のレベルアップに貢献する。 
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道路補修・維持管理センターの目的は、以下のようにまとめられる。 

a) 建設機械の建設機械のオペレータ育成や整備・運営・管理する人材育成 

b) オペレータの育成と道路維持管理に必要な機械の調達 

c) オペレータ、整備工、機械を運営・管理する人材育成 

d) オペレータ、整備工、機械を運営・管理する人材の能力向上 

e) パイロット・プロジェクトとして育成された人材による道路整備の実施 

f) 将来の道路維持管理体制強化のためのサブセンターの設置 

6.4 日常的維持に必要な道路維持管理費の積算 

道路局は、舗装や橋梁のタイプごとに日常的維持に必要となる道路維持管理費の標

準コストを設定している。これに基づいて、年間必要となる道路維持管理費を積算

している。道路は、アスファルト舗装、セメント舗装、砂利、表面処理、および改

良した土の5つに分類されている。橋梁は、鉄筋コンクリートと木製の2種類である。

道路局は、これらをもとにして予算措置をおこない、各維持管理会社へ資金を配分

している。実際の維持管理業務は、配分された予算内で優先度が高いものから実施

されている。もし、予算に限りがある場合は、緊急性の高いものを優先しておこな

う。しかし、予防的修繕や定期的修繕のための資金はなく、日常的維持でもアドホ

ックベースで実施されている。表6-4-1は、道路局の標準コストに基づいて調査対象

道路にかかる年間の道路維持管理費を示したものである。 

表 6-4-1 必要となる年間道路維持管理費 

   Unit: 1,000 Ｔｇ

 道路延長 (km) 
橋梁延長 

(m) 
必要となる資金額 

区間－I: Erdene～Baganuur 37.0 75.7 70,198 

区間–II: Baganuur - Kherlen River East  30.6 301.3 66,296 

区間–III: Kherlen River East -  Tsenkhermandal 49.7 0 90,550 

区間－IV: Tsenkhermandal～Jargaltkhaan 44.7 67.5 83,743 

区間－V: Jargaltkhaan～Murun West  50.0 0 91,097 

区間–VI: Murun West – Undurkhaan  46.8 52.5 87,199 

合計 258.8 497.0 489,082 

6.5 道路開発基金 

1995年の政府決定により、道路および橋梁の建設と維持管理のために燃料に課せら

れた税金に基づく道路基金が設立された。現在では、道路基金は、燃料税、車登録

税、および国家予算からの配分などからなっている。また、道路基金は、道路局と

ウランバートル市政府との2つに分割され、1999年以来、ウランバートル市に関する

車登録税は、ウランバートル市政府の道路基金として扱われている。現在、道路基

金は、そのほとんどが道路建設と補修に使われていて、道路の維持管理には少しし
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か使われていない。道路基金を増加させるために、道路局は燃料税の一部を国庫に

入れずにすべて道路基金に回すよう政府に要請している。表6-5-1に道路基金の収入

の推移を示す。 

表 6-5-1 道路基金の収入 

収入 1997 1998 1999 2000 

燃料税 (M. Tg.) 4,200 4,434 3,481 4,234 

国家予算からの配分 (M. Tg.) 51 1,156 2,341 3,716 

その他 (M. Tg.) 52 307 601 47 

合計 (M. Tg.) 4,303 5,897 6,423 7,997 

交換レート (Tg./US$) 720 885 1,000 1,070 

US$ 換算 (Thousand $) 5,976 6,663 6,423 7,474 

1996年から2000年の間に外国からの無償援助、有償援助、および国内投資からなる531

億ﾄｩｸﾞﾙｯｸﾞが道路開発に投資された。その内訳は、以下の通り。 

- 道路基金から176億ﾄｩｸﾞﾙｯｸﾞ 

- 外国からの有償援助281億ﾄｩｸﾞﾙｯｸﾞ 

- 外国からの無償援助74億ﾄｩｸﾞﾙｯｸﾞ 

道路基金の収入を増やすために、インフラ省および道路局は長大橋からの料金徴収

や道路沿いに民間が開発する場合の開発許可料およびAZZANの民営化の可能性を検

討している。 
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第７章 道路改良計画 

7.1 道路改良計画のプロジェクト構成 

道路改良計画は、国道A0501号線を現在の轍道から平面および縦断線形を改良し、全

天候型の舗装道路に改良するものである。改良計画は、同時に、完成後国際規格の

幹線道路となり、効率よく維持管理できるようにするものである。このような施設

の改良に加えて、道路補修・維持管理センターを設立することを提案している。こ

れは、機械を調達して現在の維持管理体制を改善することにより、調査対象道路を

効果的に維持管理することを目的としている。さらに、このセンターは、オペレー

タのトレーニングや機械のリースだけでなく、建設工事をパイロット・プロジェク

トとして実施する計画である。 

7.2 道路改良 

調査対象道路は、以下の基準で設計区間ごとに改良される。 

1) 道路区分：カテゴリーIII（モンゴル基準） 

2) 道路幅員：車道7m、路肩1.5m（両側）、全幅10m 

3) 設計速度：平地部100km/h、丘陵部80km/h、山岳部60km/h 

平面および縦断線形は、モンゴルの気候条件を考慮して、走行上の安全を確保し、

土工量を最少なものとなるように設定した。盛土の高さおよびその材質は、凍上の

影響を受けないように選定されている。舗装構造の設計はAASHTOに準拠している。

設計CBRは舗装設計区間ごとに設定し、10年間の8.2t換算軸重の総通過回数で舗装構

造を設定した。道路付帯施設は、マーキング、防護ポスト、規制･警告標識、案内標

識、キロ程ポストおよび家畜用スロープなどから成っている。 

道路関連施設は、道路のアメニティを高めるために、道の駅および展望台が沿道に

提案されている。 

7.3 橋梁および小構造物の改良 

橋梁および小構造物の改良として、橋梁、ボックスおよびパイプカルバートの建設

計画を行なう。 

これらの構造物の形式および設定位置は、現地調査とともに予備設計を基に決定し

ている。橋梁および小構造物の概要を次に記述する。 

(1) 橋梁の建設および改良 

本プロジェクト道路のバガヌール～ウンドゥルハーン間において、6箇所の橋梁

を計画した。 
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1) 既設木橋３箇所の架替 

木橋は、フッサー川、ツェンハー川およびムルン川の3箇所である。これら

の木橋は重車両に対しては耐荷出来ない状況にある。 

ミレニアム国際道路として必要な、標準幅員8mの鉄筋コンクリート（RC）

橋を計画した。   

2) ヘルレン橋の建設および改良 

本橋は、重車両の設計荷重に対して耐荷能力が不足し、また、設計車両に対

する必要幅員が十分ではない。さらに、計画流量に対し、断面が十分でなく、

路面の損傷が激しく、快適な走行ができない状況にある。 

従って、既設橋に対しては損傷箇所を修繕し、車両荷重を制限し、また、人、

家畜等を通行させるものとする。 

既設橋の付近に、ミレニアム道路として合致する新設プレストレストコンク

リート（PC）橋を計画する。建設の第1段階として、国際規格に見合う橋長

268.8m（8径間）、有効幅員8mの橋梁とした。 

3) フジルト橋の架け替え 

既設のフジルト橋は、重車両の設計荷重に対して耐荷能力が不足し、また、

計画流量に対する断面が十分ではない。 

ミレニアム国際道路に見合い、また計画流量を満足する橋梁として架け替え

る計画をした。 

4) 1箇所の新設RC橋の計画 

本プロジェクトでは、新しく1箇所の橋を計画した。本橋は、過去に道路局

が計画した場所で、ウルト谷に位置している。本橋は、地盤が悪く、杭基礎

構造とした。   

(2) 新設ボックスカルバート29箇所の計画 

本計画路線は、沼地、渓谷および山岳地や湿地帯等、数多くの現況水路上を通過

する計画である。ボックスカルバートは、主要な現況水路に対し計画している。

各設定位置は、本予備設計で設定した。 

(3) パイプカルバートの計画 

路面、その他数多くの水路に対する排水施設として、パイプカルバートが必要で

ある。本プロジェクトでは、197箇所のパイプカルバートを計画したが、本予備

設計では箇所数および規模のみを記す。 
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7.4 道路維持管理能力の向上 

道路の維持管理能力を高めるためには、現在の維持管理システムを改善し、機材を

調達する必要がある。 

(1) AZZAN内に道路補修・維持管理センターの設置 

道路補修・維持管理センターは、道路整備および維持管理のために必要となる機

械に関する人材の育成を目的としている。道路補修・維持管理センターは、実際

の建設工事を実施してオペレータ、整備工、運営・管理の人材を育成する。これ

により、建設機械の効率的な活用に寄与し、道路の維持管理能力の向上を図り、

今後、需要が増大するニーズに応える。 

(2) 道路補修・維持管理センターに機械の調達 

機械を調達して道路建設および道路の補修・維持管理に使用するとともに、オペ

レータ、整備工の育成、機械のリースに活用する。 

(3) ヘンティ県道路維持管理会社内にワークショップを含むオペレーション・デポの

設置 

将来的には維持管理体制強化の一環としてヘンティ県にサブセンターを設立し

て、国が株式の一部を保有しているヘンティ県道路維持管理会社内にワークショ

ップを含むオペレーション・デポを設置する。ヘンティ県道路維持管理会社がヘ

ンティ県の国道の維持管理に担当しているが、オペレーション・デポを設置して

サブセンターとしての機能を高める。オペレーション・デポは、既存施設を改善

して、モータープール、倉庫、事務所からなる施設となる。 
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第８章 事業実施計画およびプロジェクト・コスト 

8.1 はじめに 

調査対象道路は、エルデネ～ウンドゥルハーン間全長258.8kmである。この内、最初

のエルデネ～バガヌール間37km区間はすでにモンゴル政府および道路局が自国の予

算で建設を開始している。予算規模は41億ﾄｩｸﾞﾙｯｸﾞで、施工期間は2001年から2004
年となっている。 

事業実施計画は、上記区間を除いて、バガヌール～ウンドゥルハーン間全長221.8km
区間について検討された。しかし、交通需要予測は全区間についておこなわれてい

るため、経済評価をおこなう目的では、交通需要予測に基づいた走行費用節減便益

などとの関連から上記区間を含めて計画を策定している。 

8.2 施工計画 

8.2.1 施工区間 

バガヌール～ウンドゥルハーン間には、ツェンヘルマンダル村、ジャルガルトハー

ン村、ムルン村があり、接続道路はヘルレン川東、ジャルガルトハーン、ムルン西

にある。 

調査対象道路は、これらの村と接続道路との関連を考慮して、図8-2-1に示すように6
つの施工区間に分けられる。 

区間-I ： Erdene～Baganuur：37 km 
（道路局が現在建設中であり、事業実施計画から除く） 

区間-II ： Baganuur～Kherlen River East：30.6 km 

区間-III ： Kherlen River East～Tsenkhermandal：49.7 km 

区間-IV ： Tsenkhermandal～Jargaltkhaan：44.7 km 

区間-V ： Jargaltkhaan～Murun West：50.0 km 

区間-VI ： Murun West～Undurkhaan：46.8 km 

8.2.2 施工期間 

全体の施工期間は、プロジェクト地域の特徴に配慮し、以下のような前提の下に各

作業量を基本として設定する。 

1) アスファルト舗装工は5月から9月の5ヶ月間に施工し、土工は4月から10月の7ヶ
月間に施工する。 

2) 骨材のストックパイル、コンクリート既成品、準備工などは年間を通して実施す

る。 

バガヌール～ウンドゥルハーン間全長221.8km区間の施工期間は、以下の類似案件の

施工期間を参照して4年間に設定する。 

- ADB援助による1次改良計画は312kmを5年間で実施 

- クェート基金道路改良は180kmを4年間で計画 

- ADB援助による2次改良計画は200kmを4年間で計画 
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8.3 事業実施計画 

8.3.1 区間IIから区間VIの事業実施計画 

事業は資金があてがわれる限り、いかなる形態の計画をも立案し得るが、完成後の状

況は異なる。例えば、国際競争入札で選定された中国の建設業者が実施するADB援助

による2次改良計画では、施工業者は必要となる機材を持ち込み、材料は市場から調

達する。完成後には、技術移転はされるものの、施工された施設のみ残る。一方、エ

ルデネ～バガヌール間の施工を請け負っているErdene Zamは、日本の無償資金協力で

調達した機械を利用して道路を建設している。工事完了時には、施工技術は改善され、

熟練工や熟練オペレータ、整備工は残り、機械使用料が国家資産委員会へ支払われる

ことになる。 

前者はADBローンの借入時に前提条件として、国際競争入札が義務付けられているた

めであり、後者は政府の資金での建設である。現在、モンゴル政府が置かれている財

政状況を考えると、次の2つのスキームが事業実施計画として考えられる。 

スキーム-I： 入札により選定された業者による施工 

 区間IIおよび区間VIは、定住圏に近く高い経済評価を得ていることから

高い優先度が与えられている。したがって、ドナーからの融資や援助

を活用した国際競争入札により施工業者を選定して建設する。 

スキーム-II： 道路局によりパイロットプロジェクトとして施工 

 区間IIIおよび区間IV、Vは、提案されている道路補修・維持管理センタ

ーを活用して道路局が建設する。これらの区間を4年で建設するとした

場合、センターに必要となる機械は、表8-3-1に示すとおりである。 

スキーム-Iは、政府への財政的負担を軽減し、速やかに建設する最も有効で公正な方

法である。しかし、出来上がった施設以外に資源は残らず、道路の維持管理には技術

的にも財政的にも問題を残す可能性がある。 

他方、スキーム-IIには道路行政が直面している課題を克服する可能性があり、ミレニ

アム道路計画など道路整備に関する政府の方針により、建設業界の成長を促すものと

思われる。 

図8-3-1は、それぞれのスキームを前提とした、事業実施計画を示す。 



Item Description Specification Remark

1 Bulldozer 28 ton 3 units Construction 

2 Bulldozer 7 ton 2 units ditto

3 Hydraulic Excavator 0.7 m3 4 units ditto

4 Wheel Loader 2.1 m3 5 units ditto

5 Wheel Loader 1.3 m3 2 units Construction/Maintenance 

6 Dump Truck 11 ton 33 units Construction 

7 Motor Grader 3.7 m 9 units Construction/Maintenance 

8 Vibration Roller 10 ton 5 units ditto

9 Tire Roller 10 ton 1 units ditto

10 Asphalt Finisher 4 m 1 unit ditto

11 Asphalt Plant 60 ton 1 unit ditto

12 Water Tanker 8000 liter 1 units Construction 

13 Asphalt Sprayer 1500 liter 1 units Construction/Maintenance 

14 Chip Spreader Vessel mount type 2 units Construction/Maintenance 

15 Tractor Head with Trailer 35 ton 1 unit Construction 

16 Crusher Plant Jaw 60t & Cone 49t 2 units Construction 

17 Asphalt Cutter 2 units Maintenace

18 Air Compressor 180 PSI 2 units Construction/Maintenance 

19 Plate Compactor 60 kg 8 units ditto

20 Pnuematic Breaker 30 kg 8 units ditto

21 Dump Truck 4 ton, 4 x 4 4 units ditto

22 Truck with 3 ton Crane 5 ton 1 unit ditto

23 Road Patrol Car 4 x 4 1 unit Maintenace

24 Double Cab Pick-up 4 x 4 2 units Construction/Maintenance 

25 Line Marker Truck 1 unit Construction/Maintenance 

26 Mobile Workshop GVW  13 ton, 4 x 4 2 units Maintenace

27 Rotary Snow Remover Unimog type 2 units Maintenace

28 Asphalt Testing Equipment 1 lot Construction/Maintenance 

29 Radio Communication Base / Mobile 1 lot Construction/Maintenance 

30 Road Measure (wheel type) 5 digits 1 set Maintenace

Q'ty

表 8-3-1　 道路補修・維持管理センターに必要となる機械
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8.3.2 経済評価のための事業実施計画 

経済評価のための事業実施計画は、交通需要予測に基づいた走行費用節減便益など

との関連からエルデネ～ウンドゥルハーン間全区間についておこなわれた。これに

より、コストと便益の比較ができることになる。表8-3-2は、施工計画と経済評価の

区間の対比を示したものである。また、この事業実施計画のために、新たにIP区間

を設定した。 

表 8-3-2 施工計画と経済評価の区間の対比 

交通需要
予測 Erdene - Baganuur Baganuur - Jargaltkhaan Jargaltkhaan - 

Murun 
Murun - 

Undurkhaan 

区間－I 区間–II 区間–III 区間–IV 区間–V 区間–VI 

施工区間 Erdene - 
Baganuur 

Baganuur - 
Kherlen River 

East 

Kherlen River 
East - 

Tsenkhermandal 

Tsenkhermandal 
- Jargaltkhaan 

Jargaltkhaan - 
Murun West 

Murun West - 
Undurkhaan 

IP 区間 IP 区間－1 IP 区間－2 IP 区間－3 IP 区間－4 

図8-3-2は、エルデネ～ウンドゥルハーン間全区間の事業実施計画である。 

8.4 プロジェクト・コスト 

プロジェクト・コストは、予備設計により明らかとなった工事数量と施工計画に基

づいて積算された。積算に際して、以下の点を前提とした。 

1) 外貨に対する変動が大きいことから、コストはドルベースで積算された。 

2) 単価の設定は、2002年1月時点で設定された。（1ドル=133円=1,100ﾄｩｸﾞﾙｯｸﾞ） 

3) 設計、施工管理費は、建設費の7%を見積もった。 

4) 盛土材および路盤材は、土採り場や採石場からの運搬距離を考慮して、10kmご

とに積算した。舗装単価は、各舗装設計区間で設計CBRに基づいて設計された舗

装構造を反映している。 

5) 機械単価は、現地で調達できるものは、現地の市場価格を参照したが、現地に無

いものについては別途積算した。急増する機械需要に対しては、道路復旧・維持

管理センターに調達される機械が追加されることにより需給バランスがとれるも

のとした。 

経済評価に資するプロジェクト・コストは、それぞれの比較代替案に応じて表8-4-1

に示す。 
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第９章 経済および財務分析 

9.1 経済分析 

経済分析は、プロジェクトが実施されたケース（With）と実施しなかったケース

（Without）との比較でおこなわれた。プロジェクトが実施しなかったケースでは土

道の現状が続いた時の走行コストとし、実施されたケースではアスファルト舗装に

より整備された時の走行コストとする。調査対象道路は、全線4区間に分けて分析さ

れた。 

表 9-1-1 各区間の施工期間 

区間 道路延長 施工期間 

IP区間－１ Erdene-Kherlen River East 67.6 km 2001-2005 

IP区間－２ Kherlen River East -Jargaltkhaan 94.4 km 2003-2006 

IP区間－３ Jargaltkhaan-Murun West 50.0 km 2003-2006 

IP区間－４ Murun West -Undurkhaan 46.8 km 2003-2005 

経済コストは、建設費および維持管理費を経済的費用として表現した。適切な経済

コストとするために、プロジェクトの実施にともない必要となる財とサービスを貿

易財、非貿易財に分けた。Withoutケースでは、土道は維持管理されず、Withケース

では日常的にも定期的にも道路は維持管理されているものとした。定量的に計れる

便益は、走行コストの節減であり、時間的節減効果は考慮していない。走行コスト

は、世界銀行の道路経済部門で開発されたモデルに基づいて積算された。ラフネス

指数は、Withoutケースでは14とし、Withケースでは3とした。この場合の走行コス

トの節減は、各車種で表9-1-2に示した値となる。 

表 9-1-2 キロ当たりの走行コスト 
 （$） 

車種 
IRI 14 

WITHOUTケース 

IRI 3 

WITHケース 
走行費用節減 

乗用車 0.234 0.100 0.134 

バス  0.654 0.504 0.150 

小型トラック 0.222 0.095 0.127 

中型トラック 0.723 0.445 0.278 

大型トラック 0.770 0.498 0.272 

経済分析の結果は、表9-1-3に示すとおりである。また、感度分析の結果は、表9-1-4
に示すとおりである。 
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表 9-1-3 経済的内部収益率 

区間 道路延長 ALT-1 ALT-2 

IP区間－１ Erdene-Kherlen River East 67.6 km 17.3% 17.3% 

IP区間－２ Kherlen River East -Jargaltkhaan 94.4 km 9.4% 10.6% 

IP区間－３ Jargaltkhaan-Murun West 50.0 km 17.6% 19.0% 

IP区間－４ Murun West -Undurkhaan 46.8 km 23.2% 25.6% 

全区間 Erdene-Kherlen River East 258.8 km 15.7% 16.8% 

Notes:  ALT-1: 全区間をアスファルト舗装で施工 
ALT-2: 始点よりTsenkhermandal まではアスファルト舗装、残りは表面処理で施工 

表 9-1-4 感度分析（ALT-1の場合） 

ケース 内部収益率（%） 

1. コスト 10 %アップ 14.4 % 

2. 便益 10 %ダウン 14.3 % 

3. 1 と 2が重なった場合 13.0 % 

9.2 財務分析 

総事業費は5千万ドル（約550億ﾄｩｸﾞﾙｯｸﾞ）であり、これは道路整備に1996年から2000

年に投資した総額が531億ﾄｩｸﾞﾙｯｸﾞであることからみても、明らかに政府の財政的な

負担となる。さらに、全線がアスファルト舗装で整備された場合、年間の日常的な

維持管理費は4億8900万ﾄｩｸﾞﾙｯｸﾞと積算される。さらに、7年ごとに55億ﾄｩｸﾞﾙｯｸﾞの

定期的な維持管理費が必要となると積算されている。 

したがって、毎年必要となる道路の維持管理費を確保するために、道路基金は長期

的な展望に立って道路利用者の負担によって拡大する必要がある。 

一例として、ヘルレン橋を通過する車両から料金を徴収（乗用車：Tg.500／片道、

バス／小型トラック：Tg.1,000／片道、中型／大型トラック：Tg2,000／片道）する

と、徴収料金は2005年で2億4840万ﾄｩｸﾞﾙｯｸﾞ、2010年で3億5530万ﾄｩｸﾞﾙｯｸﾞとなる。

これは、道路基金を拡大するのに大きく貢献する。また、道路復旧・維持管理セン

ターに調達される機械をリースすることにより、年間最大4億2400万ﾄｩｸﾞﾙｯｸﾞの収入

が見込まれる。 

これらにより、年間必要となる日常的な維持管理費4億8900万ﾄｩｸﾞﾙｯｸﾞをカバーする

ことは可能であると想定される。 
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第１０章 結論と提言 

10.1 結  論 

プロジェクトは、全人口の45%以上に相当する108万人が生活しているモンゴル東部

に位置する幹線道路を整備する。調査対象地域では、道路が整備されると開発ポテ

ンシャルが刺激されて道路の交通需要が高まることが予想される。調査対象路線は、

ミレニアム道路計画で優先度の高い区間であり、交通安全の確保と環境保全に貢献

する。全天候型で国際規格に準拠した舗装道路は、マーケットへのアクセスを改善

して競争の環境を整えて価格を低下させ、貧困層に就業機会を増し、定住圏の間を

連絡して経済活動を高め、社会開発を促進する。さらに、市場経済の発展に寄与す

ることが期待されている。 

プロジェクトは、広範な調査・検討を経て、技術的なリスクを最小限にしてあるこ

とから高い技術的可能性を持っている。同時に、環境影響評価の実施によって不可

逆的な社会・環境的影響がないことが確認され、社会・環境的に妥当性が高い。さ

らに、経済分析により国民経済的に見て、高い投資効果が期待されている。 

したがって、プロジェクトの実施により社会・経済的開発が促進し、高い経済的リ

ターンが期待できるため、事業実施に優先度が与えられるべきである。また、プロ

ジェクトの実施により、建設中および建設後を通じて就業機会が増し、東部の貧困

を軽減し、輸送コストの低減により市場へのアクセスが改善され、農牧業の振興に

貢献する。 

プロジェクトは、全天候型で国際規格に準拠した舗装道路を建設することにより、

戦略的な東西輸送軸であるミレニアム道路計画の東部を実現することになる。 

10.2 提  言 

(1) プロジェクト実施 

1) 区間VIは、実現性が高く、必要性と緊急性も高いため、高い優先度が与えら

れている。また、交通量が多く、定住圏に近いため、高い投資効果が期待で

きる。 

2) 区間IIには、ヘルレン川に橋長268.8mのPC橋梁が計画されており、区間VIに

比べ、便益が下がるものの、当該区間も区間VIと同様に、実現性が高く、必

要性と緊急性も高いため、高い優先度が与えられている。 

3) 区間IIIおよび区間IV、Vは、提案されている道路補修・維持管理センターを

活用してインフラ省および道路局が独自に建設することを推奨する。同セン

ターは、道路改善に対する政策、特に、ミレニアム道路整備よってもたらさ

れる需要の増大への対応を容易にし建設業全般の育成を可能にする。 

(2) 舗装タイプの推奨 

アスファルト舗装は表面処理に比べて以下に述べる多くの面で優れているため、

プロジェクト道路は全線アスファルト舗装で整備することを推奨する。 
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１） 経済分析の結果によると、両方とも十分な投資効果が得られ内部収益率の

差は1%とほぼ同等である。 

２） アスファルト舗装は、通常、設計寿命が10年と長く強固で耐久性の高い舗

装である。一方、表面処理は設計寿命が3年程度の耐久性に乏しい舗装であ

り、一度損傷すると急速に拡大する簡易的な舗装である。したがって、維

持管理費の不足は適切な補修を遅らせ、深刻な悪化を呈するが、モンゴル

ではこのリスクは高く表面処理は定性的に劣っている。 

３） アスファルト舗装の維持管理は財政上の制約しか受けないが、表面処理で

は財政的な制約に加えて熟練工や多くの労務者が不可欠となる。この人力

に頼る工法は人口が少なく拡散しているモンゴルでは適さない。 

(3) 道路維持管理のための財源に関する対策 

今後需要が増大する資金と財政的負担を軽減するために、インフラ省および道路

局はヘルレン橋を通過する車両から料金を徴収することを推奨する。また、道路

沿いの民間開発から開発許可料を徴収することことを推奨する。さらに、道路補

修・維持管理センターに調達された機械をリースして、その収入を道路維持管理

のための特定財源とすることを推奨する。 

(4) 沿道開発規制 

道路が整備された後、沿道では民間により道の駅や展望台などの関連開発が進む

と思われる。このような関連開発事業が円滑におこなわれるよう、沿道の開発規

制を実施することが重要となる。 

(5) 道路開発基金の資金への充当 

政府の財政的負担を軽減するために、二国間ODAや国際機関からの資金を得て、

提案された道路補修･維持管理センターに必要となる機材の調達を含むプロジェ

クトの実現に向け、ドナーへの協力を要請することを推奨する。 

(6) 道路補修･維持管理センターの強化 

道路補修･維持管理センターの設立は、現行組織の再構築をおこない、AZZAN内

に道路建設のために必要な機材や機械の整備し、それらを用いて人材を育成する

ことを目的としている。道路維持管理分野における技術協力を利用して、道路補

修･維持管理センターの強化に対する援助をドナーへ要請することを推奨する。 
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